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1975～2001 の従業者数変化

出典：森記念財団
「港区の産業」
2005.3、p2
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東京都の特別区従業者数 7213.7千人 （ 78.7千人増）
都心7区（区部の56％相当） 4036.8千人 （ 96.7千人増）
（台東・中央・千代田は減少 港が88.8千人増、渋谷が49.1千人増）

都心7区 情報通信業 533.6千人 （108.3千人増）

情報通信業
港区（全従業員の18.0％） 162.4千人 （ 54.6千人増）
千代田区（13.1％） 115.2千人 （ 16.2千人増）
中央区（10.6％） 76.8千人 （ 14.5千人増）
渋谷区（15.2％） 74.2千人 （ 11.7千人増）

2001-2006 どの産業がどこで成長したか

2006年 事業所・企業統計調査 （ ）内は2001年からの変化
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東京 都市開発の略史

1952年 新丸ビル
1957 東京都第一庁舎・読売会館
1958 国立競技場・東京タワー・大手町ビル

1968 霞ヶ関ビル

1970 世界貿易センタービル
1974 新宿三井ビル
1978 サンシャイン60
1983 東京ディズニーランド

1986 アークヒルズ（TV朝日）
1991 新都庁舎
1993 レインボーブリッジ（1997  フジTV）

2002 新しい丸ビル（ブルームバーグ）
2003 六本木ヒルズ（TV朝日）・汐サイト（日本TV）
2007 東京ミッドタウン（コナミ）
2008 赤坂サカス（TBS）
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1919年 東京市
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昭和8年 都市計画道路網
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都市計画道路の現状
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従来の副都心の内側に拠点が新設

大江戸線 2000年開通
都市再生緊急措置法 2002年
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出典：森記念財団「2030年の東京」
2008.7、p58-59
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1997-2006年竣工
の非住宅床実績

大規模開発とは、
敷地1ha以上 又は

延べ床5ha以上 又は

市街地再開発など

出典：森記念財団「2030年の東京」
2008.7、p60
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以下の町丁目

　赤坂・六本木地域　　　　　：赤坂、六本木、麻布台、虎ノ門

　大丸有地域　　　　　　　　　：大手町、丸の内、有楽町

　日本橋・京橋・八重洲地域：日本橋、京橋、八重洲

大丸有 21.4⇒23.1（+1.6） 千 －1.2万人
日京八 12.5⇒12.8（+0.3） 中 －1.0万人
赤 六 21.5⇒24.1（+2.6） 港 +  8.9万人
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2007-2016年竣工
見通しの非住宅床

今後市場へ供給
される予定の国有地

約20.1ha

出典：森記念財団「2030年の東京」
2008.7、p61-63
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● 都市産業立地の変化は東京に何をもたらしているのか？

「丸の内」 ⇒ 「西新宿」 ⇒ 後発「港区」へ
「業務の多心化」＝「100年ごとの再生」が可能に

● 後発「港区」の大規模開発は何が問題か？

公共交通の利用者増・居住者増、自体は悪くない
駅の容量、何が問題か？
道路の基盤が弱い ⇒ 物流・二輪車・身障者の対策

● これからも大規模開発が進むのか？

明治政府の資産を売りつくしたのではないか？
どうやって「既成市街地の再生」を図るか？
これから先の大きな問題は臨海部ではないか？

意見交換してみたいポイント
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臨海部は極めて大きい

大手町・丸の内・有楽町
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横浜の都心も大きい
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TAMA 千葉

成田

つくば
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さいたま
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羽田

横田
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